
投資情報室

2018年7月3日

金融市場NOW

家計金融資産 過去最高
株高がけん引、現金・預金の増加も継続

 2017年度末の家計の金融資産残高は、1,829兆円となり年度末の残高としては過去最高となる。
 株式の評価額が膨らんだことに加え、現金・預金の増加が継続したことが要因。
 日本の現金・預金の比率は欧米に比べ相対的に高く、引き続き貯蓄から投資への推進が期待される。

（審査確認番号 2018-TＢ130）

日本銀行が6月27日に発表した2018年1～3月の資金循環統計（速報）によると、2017年度末の家
計の金融資産残高は、前年度末より2.5％増加の1,829兆円で、年度末の残高としては過去最高となり
ました（図表1）。株価上昇により株式の評価額が膨らんだことに加えて、現金・預金の増加も継続し
ているためとみられます。
内訳をみると、『現金・預金』が全体の52.5％を占め961兆円、前年度比（以下、同様）では2.3％
増となり、45四半期連続の増加となりました（図表2）。『株式等』は11.7％の増加で199兆円と
なったものの、株価の下落等により前期の21.9％増（前年同期比）と比べると伸び率が大幅に縮小し
ました。『投資信託』は1.4％増の73兆円となりました。2017年度末の日経平均株価は2万1,454円
で、2016年度末と比較して約13％高い水準でした。
民間企業（除く金融）の金融資産は前年度比8.5％増の1,178兆円となりました。同資産の内訳で最も
多いのは『株式等』で、前年度比16.1％増加の388兆円、次いで『現金・預金』が3.8％増加の261兆
円、3番目は対外直接投資を含む『企業間・貿易信用』で7.1％増加の238兆円でした。
日・米・ユーロ圏の家計金融資産の構成を比較してみると、家計金融資産に占める『現金・預金』の
比率は、米国が約13％、ユーロ圏が約33％となっており、日本は『現金・預金』の比率が相対的に高
くなっています（図表2）。政府は、つみたてNISA（少額投資非課税制度)やiDeCo（個人型確定拠出
年金）のスタート等により、リスク性資産への投資を更に推進しようとしていますが、『貯蓄から投
資へ』の浸透にはまだまだ時間を要するものとみられます。

図表1：家計金融資産残高は過去最高
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出所）図表1、2は日本銀行のデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表2：現金・預金の比率は依然として高い

※家計金融資産の構成比率（2018年3月末時点）
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。
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